




U.S. Impact on Japan-China Relations:
























































相に対してこの点を確認しており（“Memorandum of a Conversation,” 21 June 1957, in FRUS 1955–1957:
Vol. 23, Part 1, pp. 408–411）、ケネディ政権は 1962年 3月の大統領行政命令において琉球が日本本土の
一部であることを認め、尖閣諸島を含む沖縄に対する日本の主権が完全に復帰することを待望すると
表明しています（“President Kennedy’s Executive Order 11010 of March 19, 1962 [Statement and Amendment 
to Executive Order 10713], relating to the Administration of the Ryukyu Islands”）。また、ジョンソン政権期
には国務省宛の電文において、ライシャワー駐日大使が尖閣諸島の潜在主権をアメリカが認めている
ことについて台湾に隠し立てする必要性はなく、日本の立場をより尊重すべきとであると述べていま
す（Cable from Ambassador in Tokyo Edwin O. Reischauer to Secretary of State Dean Rusk, 8 August 1965,
in Declassified Documents Reference System, Date Declassified: January 1996, Document Number:









告書は結論づけています（時事通信 2012年 10月 5日）。
5.　沖縄返還協定における位置づけ
沖縄返還協定（琉球諸島および大東諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定）は、1971


































ました（1971年 10月 20日付、ロジャース国務長官の議会宛書簡、Mark E. Manyin, “Senkaku (Diaoyu/



































Committee on Foreign Relations, Okinawa Revision Treaty: Hearings, 92nd Cong., 1st Sess. Ex. J. 92-1, October 
27, 28, and 29, 1971 [Washington, DC, U.S. Government Printing Offi ce, 1971], p. 11.）
つまり、アメリカは尖閣諸島に対する日本の領有権を 1951年のサンフランシスコ平和条約で認め
たのち、ニクソン政権期以降に 1971年の沖縄返還協定における合意文書を通じて日本向けにはこの
領有権を引き続き認めつつ、同協定のアメリカ連邦議会上院での批准にあたっては、当該諸島を日本
の潜在主権の範囲から除外する方針をとったのです。以上の理由から、アメリカ政府は尖閣諸島に対
する「主権」について明確な立場をとれないと結論づけられます。
もっとも、アメリカは、「武力・あるいは武力による威嚇」に基づくアジア太平洋における現状変
更を容認しません。この主張は、「中国の領土的・行政的保全」を唱った 1900年の門戸開放通牒を起
源とし、1921–1922年のワシントン会議で国際合意事項となった、アメリカの伝統的なアジア太平洋
政策の基本原則といえます。現在では、クリントン国務長官の『Foreign Policy』誌掲載論文である「ア
メリカの太平洋の世紀」にも書かれているように、「ルールに依拠した地域秩序と世界秩序の形成」
という理念として受け継がれているといえるでしょう。
ご静聴、ありがとうございました。
〈○コメント又は質問、●それに対する応答〉
○①戦後世界秩序を作ったのはカイロ宣言およびポツダム宣言であって、これらをベースに尖閣諸島
問題の議論を展開していくべきではないか。カイロ宣言・ポツダム宣言では、尖閣諸島は台湾の一部
と位置づけられている。サンフランシスコ平和条約はアメリカの冷戦政策の中で生まれたものであ
り、ポツダム宣言の内容に違反しており、中国はこの条約を認めていない。また、中国は尖閣諸島の
領有権について何も表明してこなかった訳ではない。②尖閣諸島についてのアメリカの役割とは何で
あろうか。アメリカはアジア太平洋地域でのプレゼンスを目指しており、アメリカの国益に基づく戦
略を展開している。その特徴は「リバランス」であり、アメリカのヘゲモニーを前提とし、日本をア
メリカの安全保障上の「コマ」に使うというものである。アメリカは、アジア太平洋で中国とのパワー
バランスを維持できなくなりつつあり、日米同盟を放棄することはできない。「遠く離れている」ア
メリカは日中対立を眺める位置にあり、現状はアメリカにとって利益となっているのではないか。
●サンフランシスコ平和条約に調印していないので、尖閣諸島問題に関する日本の主張を認められな
いという中国の立場は理解できる。しかし、日本は冷戦下において西側陣営に属しており、サンフラ
日中関係におけるアメリカの影響 345
ンシスコ平和条約によって戦後の講和処理を行ったわけであり、それを根拠とせざるを得ない。報告
では、カイロ宣言・ポツダム宣言への言及が十分ではなく、サンフランシスコ平和条約に基づく日本
の立場が主張されていたという指摘があった。確かにそのような捉え方もできるかもしれないが、本
報告はあくまでアメリカの尖閣諸島に対する立場の歴史的検証を目的としているため、その根拠と
なったサンフランシスコ平和条約を議論の前提とせざるを得ないと考えられる。一方、尖閣諸島をめ
ぐる「主権」の問題について、日中間で合意に至ることは、少なくとも現時点においては事実上困難
であるように思われる。したがって、日中両国は「主権」の問題よりも、（中長期的には）「資源の共
同管理・開発の問題」と「シーレーン・海洋航行の安全確保」に着目し、（短期的には）尖閣諸島周
辺での危機のエスカレーションを回避することに全力を傾注しなければならないのではなかろうか。
